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資料：「感染症発生動向調査」
※平成２７年の報告数については、概数である。（平成２８年３月現在）

（単位：人）

報

告

数

年

性感染症患者報告数の年次推移



梅毒について

1 病原体
螺旋状の形態を持つ梅毒トレポネ−マによって引き起こされる感染症。

2 発生状況
梅毒は世界中に広く分布している疾患である。ペニシリン発見以降も各国で幾度かの再流
行が見られている。1960 年代半ばには日本も含め、世界的な再流行が見られた。日本では
1987年(報告数 2928)をピークとする流行の後、報告数は減少傾向であったが、近年再び増
加してきている。

3 感染経路
・大部分は、菌を排出している感染者との粘膜の接触を伴う性行為や疑似性行為によるも
のである。

・輸血による感染は劇的に減少し、近年は輸血用血液製剤を原因とする症例の報告はな
い。

・感染した妊婦の胎盤を通じて胎児に感染する経路があり、先天梅毒の原因となる。

4 予防法
予防としては、感染者、特に感染力の強い第 I 期及び第 II 期の感染者との性行為や疑似性
行為を避けることが基本である。コンドームの使用は完全でないものの予防効果があること
が示唆されている。
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最近15年を注目すると・・・
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資料：「感染症発生動向調査」
※平成２７年の報告数については、概数。（平成２８年３月現在）
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4.3倍

梅毒患者報告数の年次推移（男女別）



1961年～ 2015年

2015年
2697人
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2928人

2015年の梅毒報告数は1987年の流行期と同程度
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1 病原体
デング熱やチクングニア熱と同じ、蚊がウイルスを媒介する感染症。

2 発生状況
日本では、海外で感染し帰国後発症する症例が2013年以降で１０例。国内感染の報告はない。
海外では、アフリカ、アジア太平洋地域、中央・南アメリカで報告があり、2013年に仏領ポリネシアで1万人を超える流行
があったほか、2015年5月以降、ブラジルなど中南米でも多数の患者が報告。
（ブラジル保健省の推定によると、ブラジルにおける流行で最大150万人が感染したと発表。）

3 感染経路
ウイルスを持ったネッタイシマカやヒトスジシマカに吸血されることでヒトへと感染。
ヒト-ヒト間の感染は、胎児への垂直感染が確認されており、輸血や性交渉による感染もある。
理論的には母乳を介した感染や臓器移植による感染の可能性がある。

4 症状
ジカウイルス病
デング熱やチクングニア熱ほど強い症状は示さないが、似た症状を示し、軽度の発熱（多くが38.5℃以下）、発疹、結膜
炎、頭痛、関節痛などが２～７日続く。死亡するケースはまれ。
潜伏期間は2～12日と言われており、デング熱等と同様、不顕性感染も報告されている。
妊娠中に感染した場合に、胎児に影響（小頭症との関連）する可能性がある。
先天性ジカウイルス感染症
妊娠中にジカウイルスに感染することで、小頭症や
頭蓋内石灰化など胎児に深刻な先天異常をきたすこと
がある。

5 治療
特異的な治療法はなく、対症療法が主体。

6 予防法
蚊との接触をさけること。ワクチンはない。 ジカウイルス病の症状 （出典：国立国際医療研究センター）

発疹 結膜炎
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ジカウイルス感染症（ジカ熱）について



妊婦、妊娠計画中の女性に対して

2015

2016

11月28日（ブラジル保健省）

ジカウイルス感染症と小頭症が関連す
る可能性について発表。

1月21日（ECDC）
流行地域への渡航を控えることを推奨。

2月1日（WHO）

小頭症及び他の神経障害の多発につ
いて「PHEIC（国際的に懸念される公衆
の保健上の緊急事態）」 と宣言。

2月12日（WHO）
流行地域への渡航延期を勧告。

3月 8日（WHO）

流行地域から帰国した男性で、妊娠中
のパートナーがいる場合は、パートナー
の妊娠中は、症状の有無にかかわら
ず、性行為の際に、コンドームを使用す
ることを推奨。

3月31日（WHO）

ジカウイルスが小頭症及びギラン・バ
レー症候群の原因であることは科学的
な同意があるとSituation Reportに記
載。

4月13日（US CDC）

ジカウイルスが小頭症や他の胎児の
神経障害の原因であると結論

1月15日（US CDC）
流行地域への渡航を控えることを推奨。

ジカウイルス感染症と小頭症 国際社会の対応



また、発症93日後にPCR法によりウイルスRNAが検出されたとの報告があ
る。ただし、この結果は必ずしも発症93日後に精液を通じた感染のリスク
があることを示すものではない。

これまでの主な経緯（性感染症）

性行為による感染が疑われる事例においては、流行地から帰国した男性
から、発症前に渡航歴のないパートナーへ性行為を行うことにより感染し
た事例が報告されている。→2016年7月、女性から男性への感染が報告。

イタリア：タイから帰国した男性との性行為によってジカウイルスに感染し
た女性の事例（１例）報告。

米国：アフリカ、中南米、カリブ海地域から帰国した男性から感染した事例報
告（10例：2016年5月11日現在）。うち1例は男性から男性への感染。

ほかに、フランス、ニュージーランド、アルゼンチン、チリ、ペルー、カナダ
からも同様の報告がある。

これまでに報告された性行為による感染事例の中では、ジカウイルスの
感染性がジカウイルス病の発症後41日間程度維持されている可能性が
示されている。



ジカウイルス感染症の感染経路



＜WHO＞
・ジカウイルス病に感染した全ての人とそのパートナー（特に妊娠中の女性）は、より安全な性行動（コンドームの使用
を含む）をとることを推奨。

・流行地に居住、あるいは流行地から帰国した妊娠を希望するカップル又は女性は、最低８週間（パートナーが妊婦
の場合は妊娠期間中）は妊娠を試みることを避けること（男性が症状を認める場合は６か月間）。

・流行地から帰国した男女は、最低８週間は安全な性行為あるいは性行為の自粛をすること（男性で有症状の場合は
６か月間）

＜米国＞

・CDCは、流行地に渡航歴のある男性は、パートナーが妊娠している場合は妊娠期間中、パートナーが妊娠していな
い場合でも、ジカウイルス病を発症した男性は少なくとも６か月、発症しなかった男性は少なくとも８週間は性行為を
控えるかコンドームを使用することを推奨。

・流行地に渡航歴のある女性は、症状の有無にかかわらず８週間は妊娠を控えることを推奨。

＜英国＞

・公衆衛生庁は、流行地に渡航歴のある男性は、パートナーが妊娠している場合は妊娠期間中、妊娠の可能性のあ
る場合は、症状がない場合でも流行地から帰国後28日間、症状を認めたか、確定診断した場合は、６か月間、コン
ドームを使用することを推奨。

・流行地から帰国した女性は帰国後28日間妊娠を控えることを推奨。

・2016年1月21日以降、妊婦に対する注意喚起を開始。現在、流行地域への渡航について可能な限り控えること、や
むを得ず渡航する場合は、主治医と相談の上で、厳密な防蚊対策を講じることを注意喚起。

・流行地域から帰国した男性は、帰国後最低８週間（パートナーが妊婦の場合は妊娠期間中）、性行為の際に、適切
にコンドームを使用するか性行為を控えること、流行地域から帰国した女性は、帰国後８週間妊娠を試みることを控
えることを推奨。

日本の対応

（参考）性行為による感染予防について各国の対応

妊婦の感染防止対策



WHO. Zika Situation Report, 16 June 2016

全世界におけるジカウイルス感染症の拡大

2016年5月4日現在



http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000113142.html

ジカ 流行地域 検索

厚生労働省ウェブサイト
「ジカウイルス感染症の流行地域について」



性感染症対策について

２．検査の奨励と検査機会の提供

１．性感染症の予防を支援する環境づくりの推進

都道府県等において実施される性感染症に関する講習会や正しい知識を普及させるための
ポスター・リーフレットの作成経費についての補助を行っている。

（補助先）都道府県、政令市、特別区 （補助率）１／２

感染症に関する総合的な相談や国民への適切な情報提供を行うため、新型インフルエン
ザ、季節性インフルエンザ、性感染症及びその他の感染症全般に関する電話相談窓口を設
置し、相談・問い合わせに対応している。

性感染症の予防及びまん延を図るため、都道府県等関係機関等への普及啓発を行ってい
る。

性感染症に関する特定感染症予防指針に基づき、保健所において、性感染症検査（性器ク
ラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、淋菌感染症、梅毒の５疾
患）を実施し、性感染症検査前・後に相談指導をするための補助を行っている。

（補助先）都道府県、政令市、特別区 （補助率）１／２

○感染症対策特別促進事業（感染症予防体制整備事業）

○電話相談事業

○特定感染症予防等啓発普及事業

○特定感染症検査等事業


